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ニーズがある。そして、ニーズの一つとして、またニー
ズの解決方法の一つとしてICTの利用が求められ
ている。感染対策として行われたオンライン診療は今
後「第4の医療」の中心として行われてくるであろう
し、これからはオンライン資格確認のネットワークを利
用した全国医療情報プラットフォームが整備され、電
子カルテ情報の一元化に向けた動きや、電子処方
箋の本格運用も始まってくる。新たなことを始めるに
はある程度のモチベーションを持って心の壁も越えて
いく必要がある。自身が向き合っている課題に対して
新たなことを行うのであればそのモチベーションは保
たれるが、他からやらされているというマインドがある
とその維持は難しい。ICTの利活用に関してはやら
される前に試しておくぐらいの気軽な気持ちでまず始
めて見るのもよいのではないだろうか。

【文献】
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000994685.pdf#page=32
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得て一部変更）
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　2022年2月24日、ロシアはウクライナに侵攻し首
都キーウを包囲、またウクライナ北部、南部、東部へ
の攻撃を開始した。筆者は侵攻開始約6ヶ月後の
8月、日本財団ボランティアセンターの派遣する学生
ボランティアとしてウクライナ避難民が多く逃れている
ポーランド、オーストリアにて避難民への人道支援活
動を行なった。活動中は、避難民への物資の配給
図1や公共交通機関の利用サポート図2、さらに避難
民一時滞在所の設立に携わった。本稿では、医学
生としてこれらの活動を行う中で気づいた「日本の有
事からの復興力、有事下でのレジリエンスの高さ」と

いう特徴について特に医療の観点から記し、日本そ
して医学生に求められる事項を検討したい。
　国連人権高等弁務官事務所は、ロシアによるウク
ライナ侵攻が開始された2月24日から9月5日までの
間、5,718人の民間ウクライナ人が殺害され、8,199
人が負傷したと報告した1）。また、ロシアは国際人道
法上規定違反とされている医療施設への攻撃も行
い、小児病棟や産科病棟を含む400以上の医療施
設が被害を受けている2）。侵攻開始から約1ヶ月後
の3月、ウクライナ大統領として初めて日本の国会で
演説を行なったウォロディミル・ゼレンスキー大統領

図1

物資配給活動を行ったオーストリア（ウィーン）の避難民一時滞在所。写真は医療ブースを撮影したのもの。滞在所自体
は地元 NPO により運営されているが、医療ブースにはオーストリア赤十字スタッフが駐在しておりFirst Aid を提供でき
る設備が用意されていた。一時滞在所は避難民がウィーンから別の地へバスで移動するまでの間、休憩や仮眠を行う場
として活用され、また食事や寄付された衣類などの無償提供も行っていた。

ウクライナ避難民支援を通して学んだ
日本�および医学生に求められる役割

東京慈恵会医科大学 医学部医学科 5年　伴野 未沙
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は、そのスピーチ内で日本政府へ「復興支援」への
協力を求めた。また、筆者自身も活動期間中、ウクラ
イナ避難民や他国からのボランティアから「日本はヒ
ロシマ・ナガサキの惨事からどのように復興を遂げた
のだ?」「日本は大きな地震があるのになぜあんなに
レジリエンスが高いのか?」などと尋ねられるシーンが
多々あった。これらの事例から、国際社会において
日本は「紛争・災害からの復興や危機に対するレジ
リエンスの高さ」という面で非常に注目を浴びる存在
であることに気がついた。
　1945年8月、第二次世界大戦が終結した直後の
日本は、敗戦と稀に見る冷夏による食料難、さらに
終戦と共に一斉に疎開先や戦地から引き揚げてきた
人々の大移動に伴う感染症の流行など、劣悪な保
健・衛生環境にあった。この状況を目にした連合国
最高司令官総司令部（GHQ）は、荒廃した日本の
再建のためには医療福祉・公衆衛生の充実が必須
となると考えた。GHQ公衆衛生福祉局長であったク

ロフォード・サムス准将は日本国憲法における「生存
権」の規定に携わり、さらに保健所の設立や医学教
育改革、予防接種法の導入など、現在の日本の医
療・公衆衛生の基盤となる様々な制度を生み出した。
これらの取り組みは、日本人の寿命がわずか7年の
間に25歳も上昇するという脅異的な結果として現れ3）、
のちの高度経済成長期を迎える日本において成長を
支える礎となったことは言うまでもない。
　さらに、近年の事例にも目を向けると、災害大国
である日本は地震や台風などの災害下での医療
提供強化にも力を入れていることがわかる。東日本
大震災では様々な医療団体が活動したことで地域
医療へのカルテの引き継ぎや医療ニーズの把握に
困難を極めた。この問題を踏まえ、災害・復興時
に様々な医療団体や地域医療機関が医療情報を
共有することができるよう災害医療用標準診療日報

（J-SPEED）が開発され、2016年に生じた熊本地
震で初めて実用された。J-SPEEDは災害医療にお

図2

ポーランドーウクライナ国境付近のプシェミシル市の駅舎内。プライバシー保護のためモザイク加工済み。ウクライナか
らポーランドへ特急電車で入国する際に一番最初に到着する駅。ウクライナから国外に避難する人、また家族に会うた
めにウクライナに一時的に戻る人など、大きな荷物を持った避難民でごった返した状況であった。なお、身体健康な18
歳以上60歳以下の男性は兵力確保のためウクライナから出国できないことから、避難民のほとんどは女性、子ども、高
齢者であった。
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ける実績が評価され、2017年にはこれをベースとし
たMinimum Data Set（MDS）が世界保健機関

（WHO）に国際標準として承認され、現在もウクラ
イナ避難民の流入による急激な医療需要の増加に
直面するモルドバにて実装されている4）。
　このように、日本の戦後復興期の医療・公衆衛生
環境の改善や自然災害などに対するレジリエンスの
高さは世界に誇れる事例である。これを踏まえると、
現在多くの医療機関が機能不全に陥っているウクラ
イナへ日本が行える支援の1つとして、医療復興支
援や有事下での医療提供体制の知見提供が挙げら
れるのではないだろうか。さらに、今後日本が国際社
会においてこの分野でリーダーシップを発揮すること
は、ウクライナのみならず紛争や自然災害などの危機
に直面している多くの国からも求められていると考え
られる。このリーダーシップ発揮のため、日本、そして
医学生が今後なすべき事項を筆者なりに検討した。
　まず、日本に求められる事項としては有事下のユ
ニバーサルヘルスカバレッジ（UHC）促進を外交戦
略として取り組むことである。2016年に開催された
G7サミットにて、日本は60年以上にわたる国民皆保
険制度の経験に基づきUHCの国際的議論の際に
主導的な役割を果たすことを宣言し、以降リーダー
シップを発揮している。しかし、UHCの議論の場では

「国内でいかに一貫して質の高い医療を提供する
か」「様々な社会経済的背景の人に対して公平な医
療を提供するためにはどうしたら良いか」といった平
時下での問題に焦点が当てられがちであり、紛争や
自然災害におけるレジリエンスの高い医療の提供方
法、また復興としての質の高い医療システムの構築
方法といった分野は脚光を浴びづらいのが現状であ
る。これは、「危機は起こってからでないと注目されな
い」という特徴があるのも1つの要因であろう。しかし
ながら、先にも述べた通り日本は医療・公衆衛生分
野における戦後復興や自然災害等の危機対応の豊
富な経験を有する国である。近年気候変動に伴い
世界各国で洪水等の自然災害が頻発しており、さら
にロシア・ウクライナ関係のように安全保障の面でも

不安定な状況が続いている。こういった世界情勢を
鑑みると、日本には平時におけるUHC 推進のみなら
ず有事においてもこれを主導していくことが求められ
ている。そのためにも、災害拠点病院に加え各医療
機関や医師会は危機対応策をさらに強化し、また国
もこれらの知見を統合・対外発信することで平時下
に加え有事下のUHC 推進も外交の柱として取り組
み、モルドバの事例のように危機に瀕する国・地域
への実装支援をさらに加速させることが必須となる。
　また、医学生レベルで取り組むべき事項としては、
災害現場でのボランティア活動など実際の有事現場
への従事が挙げられる。筆者も避難民支援活動中
に、透析導入中の避難民が病院受診や宿泊場所
の確保に難渋していた姿を見たことで、「避難民が
移動中であっても透析を継続するにはどうしたら良い
のか?」等今まで目を向けていなかった医療ニーズに
気づくことができた。確かに、学生のボランティアとし
て現場で行えることは限られているかもしれない。し
かし、実際の有事現場に触れ有事下での医療提供
体制強化や復興支援に関心を持つ医学生が増えれ
ば、将来的にこの分野に従事する医師が増加し危
機対応や復興支援をリードする存在となるのではな
いだろうか。
　現在、Student Doctorとして臨床現場に参加
する中で、何気ない日常の中病棟や手術室にて医
療が提供されていく姿を目にしている。しかし、危機
的状況はいつ生じるかわからない。実際、東京をは
じめとする南関東地域を震源とした「首都直下型地
震」は30年以内に発生率が70%と算出されている5）。
また、避難民支援活動中に出会った高校を卒業した
ばかりのウクライナ避難民女性が「戦争の話は祖母
から聞いたことがあったが、まさか自分の生きている
間にこのようなことが起こるとは思っていなかった」と
涙を流しながら語っていたのが、筆者の脳裏に鮮明
に焼きついている。こういった誰もが「まさか」と思う
ような状況に平時から目を向けるのは確かに難しい。
しかし、戦後の荒廃や多くの自然災害を乗り越え現
在平和かつ健康的な社会を迎えている日本には、多
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くの命が脅かされる危機下での対応や復興支援の
分野でリーダーシップを発揮することが求められてお
り、また、その日本で医療を学ぶ我々医学生はこの
分野にさらなる関心を向ける必要があるのではない
だろうか。
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01.html （2022/10/05アクセス）
5）東京新聞 , 首都直下地震「多摩東部」は30年
以内の発生確率 7割 東京湾北部地震は対象から
外す < 都防災会議 >
https：//www.tokyo-np.co.jp/article/179520 

（2022/10/05アクセス）
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ける実績が評価され、2017年にはこれをベースとし
たMinimum Data Set（MDS）が世界保健機関

（WHO）に国際標準として承認され、現在もウクラ
イナ避難民の流入による急激な医療需要の増加に
直面するモルドバにて実装されている4）。
　このように、日本の戦後復興期の医療・公衆衛生
環境の改善や自然災害などに対するレジリエンスの
高さは世界に誇れる事例である。これを踏まえると、
現在多くの医療機関が機能不全に陥っているウクラ
イナへ日本が行える支援の1つとして、医療復興支
援や有事下での医療提供体制の知見提供が挙げら
れるのではないだろうか。さらに、今後日本が国際社
会においてこの分野でリーダーシップを発揮すること
は、ウクライナのみならず紛争や自然災害などの危機
に直面している多くの国からも求められていると考え
られる。このリーダーシップ発揮のため、日本、そして
医学生が今後なすべき事項を筆者なりに検討した。
　まず、日本に求められる事項としては有事下のユ
ニバーサルヘルスカバレッジ（UHC）促進を外交戦
略として取り組むことである。2016年に開催された
G7サミットにて、日本は60年以上にわたる国民皆保
険制度の経験に基づきUHCの国際的議論の際に
主導的な役割を果たすことを宣言し、以降リーダー
シップを発揮している。しかし、UHCの議論の場では
「国内でいかに一貫して質の高い医療を提供する
か」「様々な社会経済的背景の人に対して公平な医
療を提供するためにはどうしたら良いか」といった平
時下での問題に焦点が当てられがちであり、紛争や
自然災害におけるレジリエンスの高い医療の提供方
法、また復興としての質の高い医療システムの構築
方法といった分野は脚光を浴びづらいのが現状であ
る。これは、「危機は起こってからでないと注目されな
い」という特徴があるのも1つの要因であろう。しかし
ながら、先にも述べた通り日本は医療・公衆衛生分
野における戦後復興や自然災害等の危機対応の豊
富な経験を有する国である。近年気候変動に伴い
世界各国で洪水等の自然災害が頻発しており、さら
にロシア・ウクライナ関係のように安全保障の面でも

不安定な状況が続いている。こういった世界情勢を
鑑みると、日本には平時におけるUHC 推進のみなら
ず有事においてもこれを主導していくことが求められ
ている。そのためにも、災害拠点病院に加え各医療
機関や医師会は危機対応策をさらに強化し、また国
もこれらの知見を統合・対外発信することで平時下
に加え有事下のUHC 推進も外交の柱として取り組
み、モルドバの事例のように危機に瀕する国・地域
への実装支援をさらに加速させることが必須となる。
　また、医学生レベルで取り組むべき事項としては、
災害現場でのボランティア活動など実際の有事現場
への従事が挙げられる。筆者も避難民支援活動中
に、透析導入中の避難民が病院受診や宿泊場所
の確保に難渋していた姿を見たことで、「避難民が
移動中であっても透析を継続するにはどうしたら良い
のか?」等今まで目を向けていなかった医療ニーズに
気づくことができた。確かに、学生のボランティアとし
て現場で行えることは限られているかもしれない。し
かし、実際の有事現場に触れ有事下での医療提供
体制強化や復興支援に関心を持つ医学生が増えれ
ば、将来的にこの分野に従事する医師が増加し危
機対応や復興支援をリードする存在となるのではな
いだろうか。
　現在、Student Doctorとして臨床現場に参加
する中で、何気ない日常の中病棟や手術室にて医
療が提供されていく姿を目にしている。しかし、危機
的状況はいつ生じるかわからない。実際、東京をは
じめとする南関東地域を震源とした「首都直下型地
震」は30年以内に発生率が70%と算出されている5）。
また、避難民支援活動中に出会った高校を卒業した
ばかりのウクライナ避難民女性が「戦争の話は祖母
から聞いたことがあったが、まさか自分の生きている
間にこのようなことが起こるとは思っていなかった」と
涙を流しながら語っていたのが、筆者の脳裏に鮮明
に焼きついている。こういった誰もが「まさか」と思う
ような状況に平時から目を向けるのは確かに難しい。
しかし、戦後の荒廃や多くの自然災害を乗り越え現
在平和かつ健康的な社会を迎えている日本には、多
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くの命が脅かされる危機下での対応や復興支援の
分野でリーダーシップを発揮することが求められてお
り、また、その日本で医療を学ぶ我々医学生はこの
分野にさらなる関心を向ける必要があるのではない
だろうか。
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火星に医師は何人必要か?

東京大学 医学部医学科 6年　石橋 拓真

　2022年4月8日、米国フロリダ州のケネディ宇宙セ
ンターから、一基のロケットが打ち上げられた。4名
の搭乗者を載せたSpaceX 社製の白い宇宙船はぐ
んぐんと高度を上げ、無事に高度 400kmの軌道に
乗って国際宇宙ステーション（ISS）にドッキング。遠
く離れた日本で、一日の病院実習を終えた私は、そ
の一部始終を配信画面越しに食い入るように見つめ
ていた。

　幼い頃から、私は宇宙飛行士を志していた。当時
は理系の大学を卒業していることが JAXA 宇宙飛
行士の必須条件だったので、「基地建設でも科学実
験でも地質探査でも、どんなミッションでも必要な専門
性」として医学の道に進んだ。大学入学後に「宇宙
医学」という分野に出会い、その魅力と可能性に目
覚めるとともにそれが若い世代に充分認知されてい
ない現状を知った私は、JAXAなどを訪問する医学
生向けの「宇宙医学スタディツアー」を企画。その後
宇宙医学の学生コミュニティの設立など活動を続け、
2022年には宇宙ビジネスへの参入に関心を持つ医
療メーカーの支援を目的に一般社団法人を共同設立
した。
　医学生としての学業の傍らでこうした宇宙医学分
野の活動を継続する中で、ロケットの打上げそのもの
は珍しい光景ではなくなっていた。そんな私が冒頭
の打上げに熱狂したのは、日本では殆ど報道されな
かったこのミッションが、宇宙医学の歴史の転換点に
なると直感していたからだ。

　宇宙医学とは、宇宙空間で人体が経験する生理
的・病理的変化のメカニズム解明とその対処を主眼
とする医学領域で、潜水医学や高地医学などと並び
「環境医学」の一分野として位置づけられる。1960
年代の有人宇宙開発の黎明とともに航空医学から
派生する形で誕生して以降、①宇宙飛行士の健康
管理と②宇宙環境での医学実験の二つを両輪とし
て発展してきた。例えば宇宙酔いや体液の頭方シフ
ト、廃用性筋萎縮、そして集団のメンタルヘルスから
細胞レベルでの重量感知機構など、内包される研究
トピックは多岐にわたる。「宇宙」という環境で定義
された分野であるが故に既存の医学分野を横断し
たアプローチが求められること、そして何より、地上
ではあまりに当たり前であるが故に意識できない「重
力」というパラメータを抜いた状態の人体を見ること
で、全く新しい医学的知見を得られるという特徴が
ある。一方で、実験環境としてのISSのコストの高さ
や、サンプル数の少なさ、国家公務員たる宇宙飛行
士に対して実施可能な手技の乏しさなど、様々な制
約があり、国が宇宙開発を主導してきた中での現在
の宇宙医学には、医学分野として成熟の余地が多く
残されている。

　冒頭のロケットの打上げは、米国の民間企業
Axiom Space が主導するミッション「Ax-1」のもの
だ。これは「民間資本」で「ISSでの医学実験を実
施」した、史上初のミッションⅰ）だ。
　これまで多くの民間人が ISSを訪れたが、それら
はあくまで「旅行」であり、ISSの設備を用いての
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実験はJAXAやNASAなど国の宇宙飛行士が実
施していた。しかしAx-1は、米国の実業家 Larry 
Connor 氏をはじめとした搭乗者が自ら出資して
SpaceX 社の宇宙船やISSの時間枠を「購入」し、
そして自ら飛行・滞在して実験を行うというもの。そ
の実験も、出資者でもある搭乗者らが航空宇宙医学
コミュニティの助言を得ながら、地上の研究機関と連
携して計画・実行した幅広いものだった。地上での
医学とは少し異なる形だが、こうした民間資本の流
入により、宇宙医学実験の幅は大きく広がることが期
待される。無論 COI 管理や研究倫理は宇宙におい
ても第一に重視されるべきだが、公的資金とは別の
オプションが生まれることによって、実施可能な実験
手技・手法の幅が広がる上に、アジアや南米のよう
に、優れた科学技術を有しながら有人宇宙開発に
参画してこなかった国々の研究者たちにも門戸が開
かれるのだ。

　基礎研究としての宇宙医学だけではない。人々
が様々な目的を持って宇宙に滞在・飛行する世界
が、Axiom Spaceをはじめとした民間企業によって
現実味を帯びている。Amazon.com 創業者のJeff 
Bezos 氏率いるBlue Origin 社など複数の民間企
業は、旅行及び実験・製造の機能を備えた独自の
宇宙ステーションの、2020年代の建造を計画。冒頭
の宇宙船を開発したSpaceX が現在新規に開発し
ている次世代宇宙船 Starshipは、定員 100名の
大型船で、ニューヨークと上海を40分で結ぶことの
できる性能を見込むⅱ）。仮に5つの民間ステーション
に毎週4人ずつクルーが滞在すれば約7,000人日の
宇宙滞在が1年で発生し、Starshipによる地球上
の二地点間輸送が世界の年間旅客輸送者数のうち
0.1%を占めたとすれば、年間約460万人が宇宙空
間を飛行することとなるⅲ）。そのような世界では、宇
宙はもはや基礎研究のための特殊環境ではなく、臨
床医学と社会医学によって遍く健康が保障されるべき

「人間の生活領域」の一部を成すこととなる。

　こうした潮流の中で私は、Student doctorとして
の日々の病院実習に於いて「この診療は、はたして
宇宙で実施可能か ?」という視点を常に持ちながら
学んでいる。例えば嘔吐による脱水で輸液を要する
患者に対し、針先とバッグの「高低差」の無い微小
重力環境で、輸液速度をどう一定に保つのか? 或い
は船内の小規模爆発による頭部外傷の状態評価に
際し、髄膜刺激症状は微小重力環境でどのように見
るのか ?その患者に緊急手術が必要となった場合、
いかにして清潔野を確保するのか? 追加のガーゼや
血漿のストックはあるのか? 無影灯を用いるだけの予
備電力は、ステーションに備わっているのか?
　こうした疑問は宇宙が「微小重力環境」であるだ
けでなく、飛行士の尿を再生し飲水として循環させ
なければならないほどの「低リソース環境」であるこ
とにも起因している。それ故これらを解決するアイデ
アは、プライマリケアや災害地、途上国など地上のあ
らゆる「低リソース環境」の医療への応用が可能だ。
さらに踏み込めばそこには、様々な器具の「使い捨
て化」によって衛生環境を確保してきたこれまでの医
療の次のステージ、「資源循環」と「衛生管理」を両
立するサステナブルな医療へのヒントが眠っていると
言える。

　さらに視野を広げてみると、こんな問いも立てられ
る：SpaceX 社 CEOのElon Musk 氏は2050年ま
でに火星に1,000人のコロニーを築くとしているが、
そこに医師は何人必要だろうか?
　軌道の関係で地球との往来は2年に1回、通信は
往復40分のラグがあるので、自立した医療圏を築く
必要がある。例えば、日本国民10万人あたりの医師
人口は269人ⅳ）なので、単純計算すると1,000人あ
たりの医師数は3人となる。一方、「各診療科2人ず
つ」として考えると、厚労省の定める診療科は34あ
るⅴ）ので、68人の医師が必要ということになる。この
ギャップが意味する所は、現在の医療が如何に高度
に分業されているかということだ。日本にも1,000人
単位の市区町村はあれど、1,000人で完結している
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火星に医師は何人必要か?

東京大学 医学部医学科 6年　石橋 拓真

　2022年4月8日、米国フロリダ州のケネディ宇宙セ
ンターから、一基のロケットが打ち上げられた。4名
の搭乗者を載せたSpaceX 社製の白い宇宙船はぐ
んぐんと高度を上げ、無事に高度 400kmの軌道に
乗って国際宇宙ステーション（ISS）にドッキング。遠
く離れた日本で、一日の病院実習を終えた私は、そ
の一部始終を配信画面越しに食い入るように見つめ
ていた。

　幼い頃から、私は宇宙飛行士を志していた。当時
は理系の大学を卒業していることが JAXA 宇宙飛
行士の必須条件だったので、「基地建設でも科学実
験でも地質探査でも、どんなミッションでも必要な専門
性」として医学の道に進んだ。大学入学後に「宇宙
医学」という分野に出会い、その魅力と可能性に目
覚めるとともにそれが若い世代に充分認知されてい
ない現状を知った私は、JAXAなどを訪問する医学
生向けの「宇宙医学スタディツアー」を企画。その後
宇宙医学の学生コミュニティの設立など活動を続け、
2022年には宇宙ビジネスへの参入に関心を持つ医
療メーカーの支援を目的に一般社団法人を共同設立
した。
　医学生としての学業の傍らでこうした宇宙医学分
野の活動を継続する中で、ロケットの打上げそのもの
は珍しい光景ではなくなっていた。そんな私が冒頭
の打上げに熱狂したのは、日本では殆ど報道されな
かったこのミッションが、宇宙医学の歴史の転換点に
なると直感していたからだ。

　宇宙医学とは、宇宙空間で人体が経験する生理
的・病理的変化のメカニズム解明とその対処を主眼
とする医学領域で、潜水医学や高地医学などと並び
「環境医学」の一分野として位置づけられる。1960
年代の有人宇宙開発の黎明とともに航空医学から
派生する形で誕生して以降、①宇宙飛行士の健康
管理と②宇宙環境での医学実験の二つを両輪とし
て発展してきた。例えば宇宙酔いや体液の頭方シフ
ト、廃用性筋萎縮、そして集団のメンタルヘルスから
細胞レベルでの重量感知機構など、内包される研究
トピックは多岐にわたる。「宇宙」という環境で定義
された分野であるが故に既存の医学分野を横断し
たアプローチが求められること、そして何より、地上
ではあまりに当たり前であるが故に意識できない「重
力」というパラメータを抜いた状態の人体を見ること
で、全く新しい医学的知見を得られるという特徴が
ある。一方で、実験環境としてのISSのコストの高さ
や、サンプル数の少なさ、国家公務員たる宇宙飛行
士に対して実施可能な手技の乏しさなど、様々な制
約があり、国が宇宙開発を主導してきた中での現在
の宇宙医学には、医学分野として成熟の余地が多く
残されている。

　冒頭のロケットの打上げは、米国の民間企業
Axiom Space が主導するミッション「Ax-1」のもの
だ。これは「民間資本」で「ISSでの医学実験を実
施」した、史上初のミッションⅰ）だ。
　これまで多くの民間人が ISSを訪れたが、それら
はあくまで「旅行」であり、ISSの設備を用いての
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実験はJAXAやNASAなど国の宇宙飛行士が実
施していた。しかしAx-1は、米国の実業家 Larry 
Connor 氏をはじめとした搭乗者が自ら出資して
SpaceX 社の宇宙船やISSの時間枠を「購入」し、
そして自ら飛行・滞在して実験を行うというもの。そ
の実験も、出資者でもある搭乗者らが航空宇宙医学
コミュニティの助言を得ながら、地上の研究機関と連
携して計画・実行した幅広いものだった。地上での
医学とは少し異なる形だが、こうした民間資本の流
入により、宇宙医学実験の幅は大きく広がることが期
待される。無論 COI 管理や研究倫理は宇宙におい
ても第一に重視されるべきだが、公的資金とは別の
オプションが生まれることによって、実施可能な実験
手技・手法の幅が広がる上に、アジアや南米のよう
に、優れた科学技術を有しながら有人宇宙開発に
参画してこなかった国々の研究者たちにも門戸が開
かれるのだ。

　基礎研究としての宇宙医学だけではない。人々
が様々な目的を持って宇宙に滞在・飛行する世界
が、Axiom Spaceをはじめとした民間企業によって
現実味を帯びている。Amazon.com 創業者のJeff 
Bezos 氏率いるBlue Origin 社など複数の民間企
業は、旅行及び実験・製造の機能を備えた独自の
宇宙ステーションの、2020年代の建造を計画。冒頭
の宇宙船を開発したSpaceX が現在新規に開発し
ている次世代宇宙船 Starshipは、定員 100名の
大型船で、ニューヨークと上海を40分で結ぶことの
できる性能を見込むⅱ）。仮に5つの民間ステーション
に毎週4人ずつクルーが滞在すれば約7,000人日の
宇宙滞在が1年で発生し、Starshipによる地球上
の二地点間輸送が世界の年間旅客輸送者数のうち
0.1%を占めたとすれば、年間約460万人が宇宙空
間を飛行することとなるⅲ）。そのような世界では、宇
宙はもはや基礎研究のための特殊環境ではなく、臨
床医学と社会医学によって遍く健康が保障されるべき

「人間の生活領域」の一部を成すこととなる。

　こうした潮流の中で私は、Student doctorとして
の日々の病院実習に於いて「この診療は、はたして
宇宙で実施可能か ?」という視点を常に持ちながら
学んでいる。例えば嘔吐による脱水で輸液を要する
患者に対し、針先とバッグの「高低差」の無い微小
重力環境で、輸液速度をどう一定に保つのか? 或い
は船内の小規模爆発による頭部外傷の状態評価に
際し、髄膜刺激症状は微小重力環境でどのように見
るのか ?その患者に緊急手術が必要となった場合、
いかにして清潔野を確保するのか? 追加のガーゼや
血漿のストックはあるのか? 無影灯を用いるだけの予
備電力は、ステーションに備わっているのか?
　こうした疑問は宇宙が「微小重力環境」であるだ
けでなく、飛行士の尿を再生し飲水として循環させ
なければならないほどの「低リソース環境」であるこ
とにも起因している。それ故これらを解決するアイデ
アは、プライマリケアや災害地、途上国など地上のあ
らゆる「低リソース環境」の医療への応用が可能だ。
さらに踏み込めばそこには、様々な器具の「使い捨
て化」によって衛生環境を確保してきたこれまでの医
療の次のステージ、「資源循環」と「衛生管理」を両
立するサステナブルな医療へのヒントが眠っていると
言える。

　さらに視野を広げてみると、こんな問いも立てられ
る：SpaceX 社 CEOのElon Musk 氏は2050年ま
でに火星に1,000人のコロニーを築くとしているが、
そこに医師は何人必要だろうか?
　軌道の関係で地球との往来は2年に1回、通信は
往復40分のラグがあるので、自立した医療圏を築く
必要がある。例えば、日本国民10万人あたりの医師
人口は269人ⅳ）なので、単純計算すると1,000人あ
たりの医師数は3人となる。一方、「各診療科2人ず
つ」として考えると、厚労省の定める診療科は34あ
るⅴ）ので、68人の医師が必要ということになる。この
ギャップが意味する所は、現在の医療が如何に高度
に分業されているかということだ。日本にも1,000人
単位の市区町村はあれど、1,000人で完結している
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医療圏は存在せず、安定した社会構造と移動インフ
ラを前提に複雑なシステムが組まれている。そうした
前提の無い環境で一から医療体制を築き上げること
を考えてみると、例えば「他の職種が医師を兼ねる
ことはできないのか?」といった既存の医療体制の根
本を再定義するような問いが生まれてくる。

　以上、「宇宙」という領域に目を向けることで今まさ
に生まれつつある医療の新たな可能性を、基礎、臨
床、社会医学の視点から簡単に述べた。
　民間主導の開発により宇宙は「夢の場所」から

「生活領域の一部」にシフトし始めており、そこでの
医療の実現は既存の医療に大きな飛躍をもたらし
得る。

　人あるところ、医あり。
　これは喩え宇宙であっても実現すべき普遍的な医
の理想であると、私は信じる。

【参考文献】
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新時代の医療へ

東京大学 医学部医学科 6年　中西 一貴

　近年、Web3.0という概念が国境を越えて広まって
きた。Web3.0とは、ブログに代表されるような一方向
のコミュニケーションを表す Web1.0、SNSの普及に
よって生まれたユーザー間の双方向的コミュニケー
ションを意味するWeb2.0の2つに続く第 3の概念と
して登場したものである。従来のWeb2.0の世界観
は、GoogleやAppleなどの、いわゆるプラットフォー
マーを中心に成り立つ中央集権型のものであった。
これらの中央機関は私たちの生活に大きな利便性を
もたらした反面、2018年にEUで個人データ処理の
法的要件であるGDPRが施行されるなどⅰ）、大量の
個人データをため込んできた中央機関はいつしか脅
威としても捉えられるようになった。このような中央集
権に対するアンチテーゼを受けて登場したWeb3.0
の世界は「分散型インターネット」とも呼ばれ、ここで
はブロックチェーン技術によって管理者の存在なしに
ユーザー同士でデータの管理、取引などを行うこと
が可能となる。日本でも、自由民主党 NFT 政策検
討プロジェクトチーム（現 Web3推進プロジェクトチー
ム）が「NFTホワイトペーパー〜 Web3.0 時代を見
据えたわが国のNFT 戦略」を本年3月に公開しⅱ）、
10月にはデジタル庁に「Web3研究会」が設立され
るなどⅲ）、着実にその波は広がってきている。本項で
は、企業でWeb3.0に関連する業務に携わってきた
立場から、筆者が描くWeb3.0の世界における医療
の未来像を示してみたいと思う。
　中央機関の存在しない分散型ネットワークでは、
従来中央機関が担保していたデータ管理や取引な
どへの「信頼」を中央機関なしに担保する仕組み

が必要となるが、ここで重要となるのがブロックチェー
ンの技術である。ブロックチェーンとは、データベー
ス技術の一種であり、独自の仕組みによって管理者
なしに高度なセキュリティを担保している。ハッシュ
ピーク社のレポートでは、ブロックチェーンのセキュリ
ティ面での強みが、入力されるデータの信頼性、入
力されたデータの非改竄性およびその耐漏洩性の
3点として整理されており、ⅳ）このような性質を持っ
て中央機関に代わって「信頼」を担保する。以下で
はこのブロックチェーンの技術を導入することで考え
られるメリットとして、① Electric Health Record 

（EHR）やElectric Medical Record （EMR）の
ような診療情報データベース、②m-Health（mobile 
health）、③サプライチェーン、④臨床試験の4点を
取り上げて紹介したい。
　EHRやEMRのような診療情報データベースの構
築は、最も頻繁に取り上げられるブロックチェーンの
用途である。現状の医療の一つの課題として、病院
ごとに電子カルテが別個に保管されていることがあ
げられる。そのため、例えば医師が他院に患者を紹
介する際には、電子カルテを参照しながら紙の紹介
状を通して患者の情報が共有される。患者が新しい
病院を受診する際には、患者はその都度同じような
説明を繰り返さなければならない。これは非効率で
あるだけでなく、その過程で大切な情報の一部が抜
け落ちてしまい、患者に不利益が被られる可能性が
ある。こうした現状を踏まえて実際に電子カルテの統
合の動きは見られてはいるものの、それによって近年
は電子保護医療情報の紛失 / 盗難が激増し、電子
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医療圏は存在せず、安定した社会構造と移動インフ
ラを前提に複雑なシステムが組まれている。そうした
前提の無い環境で一から医療体制を築き上げること
を考えてみると、例えば「他の職種が医師を兼ねる
ことはできないのか?」といった既存の医療体制の根
本を再定義するような問いが生まれてくる。

　以上、「宇宙」という領域に目を向けることで今まさ
に生まれつつある医療の新たな可能性を、基礎、臨
床、社会医学の視点から簡単に述べた。
　民間主導の開発により宇宙は「夢の場所」から

「生活領域の一部」にシフトし始めており、そこでの
医療の実現は既存の医療に大きな飛躍をもたらし
得る。

　人あるところ、医あり。
　これは喩え宇宙であっても実現すべき普遍的な医
の理想であると、私は信じる。
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新時代の医療へ

東京大学 医学部医学科 6年　中西 一貴

　近年、Web3.0という概念が国境を越えて広まって
きた。Web3.0とは、ブログに代表されるような一方向
のコミュニケーションを表す Web1.0、SNSの普及に
よって生まれたユーザー間の双方向的コミュニケー
ションを意味するWeb2.0の2つに続く第 3の概念と
して登場したものである。従来のWeb2.0の世界観
は、GoogleやAppleなどの、いわゆるプラットフォー
マーを中心に成り立つ中央集権型のものであった。
これらの中央機関は私たちの生活に大きな利便性を
もたらした反面、2018年にEUで個人データ処理の
法的要件であるGDPRが施行されるなどⅰ）、大量の
個人データをため込んできた中央機関はいつしか脅
威としても捉えられるようになった。このような中央集
権に対するアンチテーゼを受けて登場したWeb3.0
の世界は「分散型インターネット」とも呼ばれ、ここで
はブロックチェーン技術によって管理者の存在なしに
ユーザー同士でデータの管理、取引などを行うこと
が可能となる。日本でも、自由民主党 NFT 政策検
討プロジェクトチーム（現 Web3推進プロジェクトチー
ム）が「NFTホワイトペーパー〜 Web3.0 時代を見
据えたわが国のNFT 戦略」を本年3月に公開しⅱ）、
10月にはデジタル庁に「Web3研究会」が設立され
るなどⅲ）、着実にその波は広がってきている。本項で
は、企業でWeb3.0に関連する業務に携わってきた
立場から、筆者が描くWeb3.0の世界における医療
の未来像を示してみたいと思う。
　中央機関の存在しない分散型ネットワークでは、
従来中央機関が担保していたデータ管理や取引な
どへの「信頼」を中央機関なしに担保する仕組み

が必要となるが、ここで重要となるのがブロックチェー
ンの技術である。ブロックチェーンとは、データベー
ス技術の一種であり、独自の仕組みによって管理者
なしに高度なセキュリティを担保している。ハッシュ
ピーク社のレポートでは、ブロックチェーンのセキュリ
ティ面での強みが、入力されるデータの信頼性、入
力されたデータの非改竄性およびその耐漏洩性の
3点として整理されており、ⅳ）このような性質を持っ
て中央機関に代わって「信頼」を担保する。以下で
はこのブロックチェーンの技術を導入することで考え
られるメリットとして、① Electric Health Record 

（EHR）やElectric Medical Record （EMR）の
ような診療情報データベース、②m-Health（mobile 
health）、③サプライチェーン、④臨床試験の4点を
取り上げて紹介したい。
　EHRやEMRのような診療情報データベースの構
築は、最も頻繁に取り上げられるブロックチェーンの
用途である。現状の医療の一つの課題として、病院
ごとに電子カルテが別個に保管されていることがあ
げられる。そのため、例えば医師が他院に患者を紹
介する際には、電子カルテを参照しながら紙の紹介
状を通して患者の情報が共有される。患者が新しい
病院を受診する際には、患者はその都度同じような
説明を繰り返さなければならない。これは非効率で
あるだけでなく、その過程で大切な情報の一部が抜
け落ちてしまい、患者に不利益が被られる可能性が
ある。こうした現状を踏まえて実際に電子カルテの統
合の動きは見られてはいるものの、それによって近年
は電子保護医療情報の紛失 / 盗難が激増し、電子
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医療情報のセキュリティ面での問題が取り沙汰され
るようになった。このような業務効率とセキュリティの
両立が必要となる場面で活用されるのが、やはりブ
ロックチェーンの技術である。上述の非改竄性を活
用し、統合した電子カルテデータベースを構築するこ
とで、「いつ」「どこで」「誰に」「どのような診断をさ
れ」「どの薬をどのくらいもらって」「症状がどうなった
のか」といった情報が全てチェーン上に記録される
ため、診療の効率の大幅な改善が期待される。実
際に、発展した電子化で知られるエストニアでは、ブ
ロックチェーンを利用した電子カルテが2010年頃か
ら導入されている。ⅴ）

　患者主体でのブロックチェーン導入のメリットとして
は、m-Health（mobile health）という概念が知ら
れている。これはデジタルヘルス・IoTなどと近しく、
アプリやデバイスなどを通して日常的に利用者の情
報を収集して健康維持に活用するという概念であり、
ブロックチェーンとの親和性が非常に高い。アプリや
デバイスなどから自動で収集された情報から、チェー
ン上に個人の健康情報のデータベース、いわゆる
Personal Health Record（PHR）を構築し、患者
が許可を与えることで医療者がチェーン上のPHRを
参照できるという仕組みが作られれば、診療情報だ
けでなく、患者の生活習慣や服薬アドヒアランスなど
の情報までその場で参照することが可能となるため、
より効率的な診療を実現することができる。
　病院経営という観点では、医薬品のサプライ
チェーンについて述べられることが多い。従来は業
者ごとに保存されていた医薬品のデータが統合さ
れた一つのチェーン上で保存されることで、例えば
チェーンを参照することで目の前の医薬品が「いつ」

「どこで」「誰に」作られたものなのか、という情報
を即座に参照することができる。また、業者間でのコ
ミュニケーションコストの削減や、厳格な管理が求め
られる医薬品の品質管理の単純化、（起こらないに
越したことはないが）インシデントが起こった際の責任
の明確化やそれに基づく効果的な業務の改善など
が可能となるといったメリットが見込まれる。

　研究という観点では、臨床試験においての有用
性が示唆されている。臨床試験における課題として、
ステークホルダーごとにデータが分断されておりその
統合にはセキュリティ面での壁があること、また厳密
な規則の遵守が必要であるが故にそのモニタリング
コストが非常に高くなってしまうことなどがある。ブロッ
クチェーンを用いた統合データベースを構築するこ
とで、セキュリティを担保しながら、従来は属人的で
あったプロセスをシステムで代行し、それによって臨
床試験のコストを大きくおさえることも可能となり、ひい
ては落ち目である本邦の臨床試験の推進に繋がると
考えられる。
　ここまで、ブロックチェーンの技術を用いることで
実現される医療の世界を、一部ではあるが紹介して
きた。最後に、従来の医療とWeb3.0時代の医療
の間の、筆者が考える最も大きな違いである「情報
の主体が誰にあるか」という点について述べておき
たい。これまでは、患者が病院を受診して得られた
データは病院のデータベースに保存され、患者はそ
のデータを見ることすらも自由にはできなかった。ス
マートフォンをはじめとしたデバイスによって様々な個
人データが収集できるようになったが、そのデータは
企業の管理下に置かれたものであり、知らずのうち
に企業の研究に利用されるようになってきた。こうし
たWeb1.0、Web2.0の世界に対し、Web3.0の時
代では、我々の健康情報はあくまで我々ひとりひとり
のものであるという点が決定的な違いである。閲覧し
たくなったら自由に閲覧することができる。誰に閲覧
権限を付与するかは自分でコントロールできる。生体
情報は一つの資産であり、他者の研究に提供する
場合はその対価を受け取ることができる。誰かに管
理されるわけではない「分散型ネットワーク」の時代
は、ひとりひとりが自分の情報を管理する時代である。
もうすぐ目の前に来ているそのような時代に対して、
医療者が「知らない」というわけにはいかないのでは
ないか。一人でも多くの医療者にこの世界観を知っ
てほしい。そう思い、本稿を執筆させていただいた。
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人データが収集できるようになったが、そのデータは
企業の管理下に置かれたものであり、知らずのうち
に企業の研究に利用されるようになってきた。こうし
たWeb1.0、Web2.0の世界に対し、Web3.0の時
代では、我々の健康情報はあくまで我々ひとりひとり
のものであるという点が決定的な違いである。閲覧し
たくなったら自由に閲覧することができる。誰に閲覧
権限を付与するかは自分でコントロールできる。生体
情報は一つの資産であり、他者の研究に提供する
場合はその対価を受け取ることができる。誰かに管
理されるわけではない「分散型ネットワーク」の時代
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　私は市中病院と大学病院の夜間救急外来におい
て、アルバイトとして事務当直を行っている経験を持
つ。その経験からわが国の救急医療の現状を考え
る機会を得た。
　2021年の救急自動車による救急出動件数は593
万 3,277件であり、現場到着所要時間は全国平均
で約 8.9分、病院収容所要時間は全国平均で約
40.6分というデータがある1）。急な体調不良を訴える
患者さんは比較的短時間で医療にアクセスできてい
る現状ではあるが、致死的外傷の死亡率は依然とし
て高く2）、また心肺停止の社会復帰率は1割にも満
たない 3）。このような高度な救急医療を求める患者
さんの搬送は1分1秒を争う。外傷患者の初期診療
時間の重要性はプラチナタイム（Platinum Time）
とも表現されており、まさに「時は命」なのである。故
に私達は救急医療に関わる時間の更なる短縮を目
指すべきである。
　では、短縮を阻む障壁は何であり、それに対する
解決の糸口をどう見出せば良いのだろうか。
　まず、救急覚知から現場到着までの所要時間つ
いて、ここでの大幅な時間短縮は見込みにくい。消
防署の数を増やせば、各署が管轄する範囲は狭く
なり119番覚知から現場到着までの時間は減少す
るであろう。しかし、目に見えるほどの差を出すため
の増設はコスト的にもマンパワー的にも現実的ではな
いと思う。実際小規模な消防本部では、出動体制・
消防用車両・専門要員の確保等に限界があり、組
織管理や財政運営面での問題が生じている4）。むし

現存する救急搬送システムの問題点と
新体系の構想

日本医科大学 医学部医学科 5年　石山 裕也

ろ消防広域化が主流である現在に、署の増設は現
実と乖離しすぎている。
　一方、道路など社会インフラの増設で救急搬送シ
ステムが改善され、搬送時間の短縮に繋がったとい
う興味深い事例がある。例えば、新潟県中野山地
区から新潟市民病院へ搬送する救急事案のうち、
新潟東スマートインターチェンジという自動車道を整
備した前後で、緊急性の高い交通外傷事案などで
最大約7分の搬送時間の短縮を確認した検証が報
告されている5）。社会インフラの整備が病院到着時
刻を大幅に縮めた1例である。同じようにアクセス面
で障害がある地域ではこのような整備をまず進める
べきである。
　上述した社会インフラの整備以外に、病院選定に
かかる時間の短縮にも注目したい。
　ここではまず、私が救急外来勤務で経験したいく
つかの事例を述べる。ある救急搬送患者さんの搬
送情報を確認した際、救急隊が20を超える病院へ
の打診後に私の勤務していた病院への搬送が決
まったという経緯が書かれていたことに大きな衝撃を
受けた。また別の事例では、自院から重症患者の転
院の受け入れ依頼をする際、依頼する病院に対して
年齢やバイタルサインから始まる基本情報を毎回同
じように口頭説明し、相手事務がそれを書記した後
に医師に確認のうえ受け入れ可否の返答をいただく
という冗長な時間を経験した。依頼先に1つ1つ連
絡して、搬送を断られた回数分、前の病院とした同
じやり取りを再度くり返す必要があった。
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　この時間の解消は、先に述べた病院選定にかか
る時間の短縮に最も効果的かつ実現可能なもので
はないかと思う。病院間での患者情報の共有では、
東京都医師会が主導している「東京医療総合ネット
ワーク」が存在していると認識している。しかし、私
の病院での上記の経験のように、特に救急現場では
デジタル技術が十分に活用できているとは言い難い。
　そこで私は、より即応的な情報共有のために、東
京消防庁の救急隊と各病院の救急部を情報交換用
のチャット兼通話アプリ（以後アプリ）で繋ぐ体系を考

える。フローは、まずアプリ内通話をホットラインとして
搬送候補先に連絡を取り、搬送依頼の旨を伝える。
救急隊は現場到着後に、転院搬送ならば救急部が、
アプリ内の指定のフォーマットにバイタルや神経症状・
既往・その他接触時の特記事項などの情報を記入

（情報送信用データフォーマット イメージ図参照）し
たものを送信する。フォーマットのデータでのやり取り
のみならず、モニター心電図・身体所見・外傷の状
態なども写真でアプリ内共有をする（アプリ内画面�イ

メージ図参照）。

情報送信用データフォーマット　イメージ図

アプリ内画面　イメージ図
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る機会を得た。
　2021年の救急自動車による救急出動件数は593
万 3,277件であり、現場到着所要時間は全国平均
で約 8.9分、病院収容所要時間は全国平均で約
40.6分というデータがある1）。急な体調不良を訴える
患者さんは比較的短時間で医療にアクセスできてい
る現状ではあるが、致死的外傷の死亡率は依然とし
て高く2）、また心肺停止の社会復帰率は1割にも満
たない 3）。このような高度な救急医療を求める患者
さんの搬送は1分1秒を争う。外傷患者の初期診療
時間の重要性はプラチナタイム（Platinum Time）
とも表現されており、まさに「時は命」なのである。故
に私達は救急医療に関わる時間の更なる短縮を目
指すべきである。
　では、短縮を阻む障壁は何であり、それに対する
解決の糸口をどう見出せば良いのだろうか。
　まず、救急覚知から現場到着までの所要時間つ
いて、ここでの大幅な時間短縮は見込みにくい。消
防署の数を増やせば、各署が管轄する範囲は狭く
なり119番覚知から現場到着までの時間は減少す
るであろう。しかし、目に見えるほどの差を出すため
の増設はコスト的にもマンパワー的にも現実的ではな
いと思う。実際小規模な消防本部では、出動体制・
消防用車両・専門要員の確保等に限界があり、組
織管理や財政運営面での問題が生じている4）。むし
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新体系の構想
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ろ消防広域化が主流である現在に、署の増設は現
実と乖離しすぎている。
　一方、道路など社会インフラの増設で救急搬送シ
ステムが改善され、搬送時間の短縮に繋がったとい
う興味深い事例がある。例えば、新潟県中野山地
区から新潟市民病院へ搬送する救急事案のうち、
新潟東スマートインターチェンジという自動車道を整
備した前後で、緊急性の高い交通外傷事案などで
最大約7分の搬送時間の短縮を確認した検証が報
告されている5）。社会インフラの整備が病院到着時
刻を大幅に縮めた1例である。同じようにアクセス面
で障害がある地域ではこのような整備をまず進める
べきである。
　上述した社会インフラの整備以外に、病院選定に
かかる時間の短縮にも注目したい。
　ここではまず、私が救急外来勤務で経験したいく
つかの事例を述べる。ある救急搬送患者さんの搬
送情報を確認した際、救急隊が20を超える病院へ
の打診後に私の勤務していた病院への搬送が決
まったという経緯が書かれていたことに大きな衝撃を
受けた。また別の事例では、自院から重症患者の転
院の受け入れ依頼をする際、依頼する病院に対して
年齢やバイタルサインから始まる基本情報を毎回同
じように口頭説明し、相手事務がそれを書記した後
に医師に確認のうえ受け入れ可否の返答をいただく
という冗長な時間を経験した。依頼先に1つ1つ連
絡して、搬送を断られた回数分、前の病院とした同
じやり取りを再度くり返す必要があった。
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える。フローは、まずアプリ内通話をホットラインとして
搬送候補先に連絡を取り、搬送依頼の旨を伝える。
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　これにより、同じ情報を口頭で幾度も伝える時間
が短縮できる。このシステムは時間短縮効果のみな
らず、聞き間違いなどのヒューマンエラーも回避しう
る効果がある。私の救急外来での電話対応時や看
護師さんからの伝達の際に、発音の類似する言葉
や数字の聞き間違いを一定の頻度で経験したことか
ら、その効果の重要性を強く感じている。ホットライン
のやり取りで、音声情報に加えて文字と映像情報で
も伝達することで、正しい情報が迅速に伝わり、患
者さんの救命のチャンス増大につながる。これは大き
な意味がある。
　更に、アプリにはビデオカメラ機能も搭載する。ビ
デオでの情報共有の利便さを感じたのは、自大学の
臨床実習でドクターカーに乗車した医師たちの胸ポ
ケットに装着したカメラから送られてきた映像を見るこ
とで、診察室にいながら現場状況を詳細に共有でき
た体験による。重症3次救急案件では、輸血や緊急
手術の必要性の判断など、現場の患者状況をリアル
タイムで把握したい場合がある。救急隊指導医が救
急隊に指示を出したいときなどにも活用が可能であろ
う。救急医療における画像転送技術の応用におい
ては、東京消防庁はすでにライブ119を運用してい
るが、さらなる救急現場でのITの活用が期待され
る。また、搬送が決まった段階で救急車の位置情報
が記録されるような仕組みができれば、病院到着時
間を予想しやすく、待機中の看護師さんたちも時間
を読みながら様々なタスクをこなしやすくなる。
　最初にアプリ内電話をホットラインとして搬送候補
先に連絡を取ると述べたが、現場到着時の状況や
フォーマットのデータ以外で搬送先が聴取したい情
報の問答などは、文字入力の手間を考慮すると従来
通り音声でのやり取りが効率的と考えるからである。
また、最初に架電するとフローを決めることで、相手
方が他の救急隊の対応中であれば、画面に「通話
中」と表示され電話が繋がらないことでそれに気付
ける点も重要である。チャットで情報を送信するのみ
の形式にしてしまうと、複数の救急隊が同一の病院
に別々の案件を同時に送ってしまい、病院側が処理

しきれなくなる可能性があるからである。
　このアプリの開発により、スムーズに各病院へ搬送
可否を伺うことができ、受け入れ困難事例ほど従来
の体系と比べて病院選定時間が短縮される。特に
外傷では、受傷後早期の根治療法の有無が生命予
後に関係するという考えから、受傷後の1時間はゴー
ルデンアワー（Golden hour）と命名されている。ア
プリで消防と医療機関の連携を強固にすることで、
外傷に限らずこの初期の貴重な時間を浪費すること
なく搬送し、防ぎうる死の回避に繋がる。前述した社
会復帰率の改善や、若年者の死因の多くを占める
外傷死の回避は、高齢化が進む日本において社会
的・医療経済的にも大きな意味を持つ。搬送時間
短縮以上の将来性を担うアプリなのである。
　いち早く患者さんに適切な医療を提供するために
はどうすれば良いか、これには救急車の適正使用を
促す工夫も重要である。解決策として救急相談セン
ター（#7119）の更なる活用が期待されるが、今回
のコロナ禍のように救急需要が急激に増加すると対
応しきれない。総務省消防庁が運用するアプリ（q
助）もあるが、私が使用した限りでは、使用感やアク
セスに改善の余地がある。患者さんがアクセスしや
すく、かつ映像情報をも送信可能なトリアージアプリ
も整備することが重要であると思う。
　上記のような取り組みにおいては医工学や情報工
学等、医業以外の研究者の協力は不可欠であり、
私達が分野を超えて医療を盛り上げていくべきであ
ると思う。学生の机上の空論ということもあるが、実
体験により得ることができたアイデアにより今抱えてい
る様々な医療問題を解決していきたい。更なる議論
により案が研ぎ澄まされ、実現に向かっていくことを
希望している。
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